
相互貸借業務の諸問題

０．はじめに

本稿は、平成２年９月１３～１４日に、京都で開催

された「全国図書室研究会」（主催：社団法人日

本病院会）において、「㈲書室業務の最近の動向

１ １．相互貸借業務をめぐって」というテーマ

でなされた大学図書館の立場からの報告概要であ

る。発表者の不手際から時間切れとなった部分を

少し追加している。

１．相互貸借業務をとりまく状況

（１）学術情報の需要

学術情報増大、需要急増の指標として、大学図

書館全体の文献複写件数を紹介する。

表１．大学図書館の文献 複写 利用者別内訳（昭和６３年度）

学 内 者 学 外 者 計

国立
公立
私立

２，１１１
３１５

４，４９８

９８２

１４
０

６６６

３，０９３
４５５

５，１６４

計 ６，９２４ １７８８ ８，７１２

表１■２は、

『大学ｍ書館実態Ｍ査報告

（平成元年度）Ｊ文邸省
学術国際局学術ｎ報課

より作成

（単位；千件）

表１は図書館内での複写。

① 枚数は昭和６３年度に初めて１億枚の大台を

越す。

② 学内者が８０％、学外者が２０％計１７８万８千

件。

③ 調査館室１０３８のうち、実施館室は８３５（８０％）。

残りは未実施。大学にも学科等の小規模図

書室が存在する。

いしい まさよし：大阪大学附属図書館中之島分館

石 井 道 悦

表２．大学図書ｉｔ間の文献複写件数（昭和６３年度）

大 学 間 そ の 他 国 外

受付 四 受付 依頼 受付 依頼

国立
公立

私立

２７９．１８３
１８，^Ｓ
１８１，５９７

２４４，３０２
３３，２９１
１６３，３２０

９９，０９３
１５，１１２
９１．２８２

２２，７５８
２，５９７
１８，２６８

２３１
４

１，１３４

５，８６４
３７６

３，＜Ｓ３３

１十 ４７９，２４９ ４４１，５１３ ２０５，４８７ ≪，６２３ Ｉ，”１２９ ９．６７３

受イｉｔ十 依頼計

国立
公立
ｉＬ打

３７８，５０７
３３．５８５
２７４，０７３

２７３．５２４
３６，２６４
１８５，０２１

計 ６８６，１６５ ４９４，８０３

２９

表２は区Ｉ書館間の相貸複写。

① その他の機関に対して、大学は文献提供が

多い。

② 図書館数に比して国立大学からの提供が多

い。

③ 海外への文献提供は、極めて低調である。

④ 調査館室１０３８のうち、実施館室は７６１（７３％）。

残りぱ未実施。



大学図書館全体に対して、医学系図書館の特色

を見るために中之島分館の統計を紹介する。中之

島分館は昭和５２年度に文部省の外国雑誌センター

としての予算措置を受け、国立大学の中でも最も

文献複写・相互貸借の多い図書館であり、医学系

の特色をもよく示している。

図１は、中之島分館の受入雑誌数（分室を除く）

５１年度５２年度５５年度５＆年度６１年度６２年度６３年度 元年厦

図１．中之島分館の受入雑誌種類数

∃ｍ

図２は、文献複写件数。学内と学外に区分。

筒鳥 内件長文Ｂ

ダミ

ｉ－？．籾ｆ

５５年度５ａ年度６１年度６２年度６３年度元年分

図 ２ ．中 之 島 分 館 の 文 献 複 写 件 数

① センター指定時の年間７万件弱が平成元

年度には３６万件以上、５倍以上。

② 学内者の件数は、ここ数年横這いで、１０

年前の約３倍。

③ これに対して、学外者件数は急増してお

り、１０年前の９倍。

さらに、学外者複写の内訳（図３）を紹介。

① 一般企業・薬図協加盟図書館で約３／４を

占めている。

② ＪＩＳＣＴ・ＩＭＩＣ・ＪＡＰＩＣ等も

１／４弱。

③ 病院関係・大学関係がそれらに次ぐ件数

であるが、各１％程度。

３０

３，７３？

合計 ３２８．６５５件

図 ３ ． 直 接 来 館 の 内 訳

合計 ２５．３２４件

回訃

図４．相互貸借申し込み先

図４は、相互貸借による複写申し込み先別統計。

① 学外者の来館複写（図３）に比して、１／１０

以下の件数。

② 総数２５千件余りは、国立大学では最大の

受付件数。

③ その他の半数以上ぱ、病院関係からの依

頼。

中之島分館の複写統計で特に目立つのは、企業・

製薬会社の利用である。中之島分館では、いわゆ

る「プロパー」の利用を制限するため、企業利用

を一定規模の自社図書室と研究者を持つ企業に限

定しているが、全てが自社で消費されるとは考え

にくい数字となっている。流れ先は、大学・病院・

開業医などであると推定できるが、いわば正規の

ルートである図書館間の相互貸借件数に比して、

巨大な量といえる。

この現象は、医療従事者の文献需要に対しては、

いわば建前の図書館ネットワークが全く追い付い

ていないことを示している。これは、中之島分館

に固有の現象ではなく企業に利用を認めている医



学図書館共通の現象である。 ニ

これらの統計より、我々の分野の相互貸借業務

全般を概観す
。
る`と、次め２点が特色であるといえ

る。

① 医学研究者・医療従事者の文献需要が他の

分野に比べ格段に大きく強烈なこと。

北海道大学
東北大学
東京大学
名古屋大学
京都大学
大阪大学
九州大学

大型計算概センター

１．システムへのアクセスポイント

２．専門領域データーベースサービス

３．大型計算機能

各大学等の

情報処理センター等

１．システムへのアクセスポイント

２．専門領域データーベースサービス

総合情報処理センター……１０
情報処理セソター…………４３
データステージａソ………２１
など。

４年制大学
国立…… ９６
公立…… ３９
私立……３６４

放送大学…１
一 一計 ５Ｍ
短期大学

国立…… ４１
公立 …… ５４

私立……４９０
一計 ５８５
高等専門学校
國立…… ５４
公立…… ４

私立…… ４
一計 ６２

② 文 献 需 要 に比 し て、 相互 貸 借 業務 の受 付 側・

Ｉ………あ
Ｉ
る い は 中 継 点 の 体 制 、 施 設‥・ 人 員 ・予 算

が 弱 体 で あ る∧こと
○

（２）資料整備

次に、大学図書館くの世界では、文献需要に答え

各大学等の図書館
１．情報検索の窓口
２．一次情報の収集・提供
３．目録・所在情報の形成

／ 学 術 情 報 セ ン タ ー ヘ

１．計画 ．連絡剥整

２．学術情報に関する研究開発

３．目録・所在情報データーベースの形成 ．提供

４．各種学術情報データーベースの形成提供

５．教育訓練等 ｙ

研究者
１． データベースの検索
２．専門領城データベース形成
３．一次情報の作成

分野別外国雑誌センター

１．一次情報め網羅的収集・

２．目録■所在情報の形成

大学外及び国 外の研究機関

（他の 悄報システムとのリン ク）

図５．文部省学術情報課

官民研究汲関・学会等への情報提供
海外とのデータベース交換・接続など

「学術情報システムの概要」

Ｓ３．外国雑誌センターの整俑状況 外国雑誌のタイトル数の推移

区分 図書館名 昭和５２年度 昭和６１年度 昭和６２年度 昭和６３年度 平成元年度

医学・
生物学系

阪大中之島
東北大医学
九大医学

４６６
一一一
１６４

４１６２
７８０

８６４

４８３７
１０２５
９４８

４８４１
１０１７
９５８

５０４８
１１４４
９９７

小 計 ６３０ ５８０６ ６８１０ ６８ｉ６ ７１８９

匯工学系 東工大
京大

２６７
一一一

４６３７
一一一

５０５５
４６Ｉ

５１３０
７３０

５２５８
９５０

小 計 ２６７ ４６３７ ５５１６ ５８５３ ６２０８

農学系 東大農学

鹿児島大

７１
５１

１２４８
７０８

１３３７
７５５

１３７５
８００

１４に
８３７

小 計 １２２ １９５６ ２０９２ ２１７５ ２２４８

人文・社
会科学系

一鴎大
神戸大

一 一 一

－ － －

７８０
１００６

１１４６
１３１１

１７９８
１５５４

２５０３
１８７７

小 計
－ － － １７８６ ２４５７ ３３５２ ４３８０

合 計 １０１９ １４１８５ １６８７５ １８１９６ ２００２５

３１ －



………るための・資・料整備はどうなっているか。

犬 その前提として、国・文部省が文献情報を含

む学術情報の流通について、どのような仕組み

を作ろうとしているのか、を簡単に紹介する。

図５「学術情報システムの概要丁

① 昭和５５年の学術審議会答申に基づく構想が、

学術情報センターを中心に展開中。

② 全国の大学図書館・計算センター等が、ネッ

トワークで接続利用可能である。

③ １次資料整備充実の柱として主題別の外国

雑誌センターが一定の役割を持つ。

表３「外国雑誌センター」

① ４分野９大学図書館がセンターとして活躍

中。

② 国内未収雑誌を収集、設立当初に比して２０

倍、２万タイトルと一応の整備済。

③ ただし、毎年、相当数の創刊雑誌があり、

引き続き予算獲得の必要がある。

このような大枠の中で、大学図書館では自館の

資料収集・充実に努力している。・

しかし、特に昨年・本年と外国雑誌経費の高

騰に苦慮しており、原価ＵＰとレートのダブル

パンチには追い付かない状態であるため、大学

図書館でも継続購入の見直しを迫られていると

ころが多くあるのが現状である。中之島分館で

は、吹田地区移転「生命科学図書館」への統合

という事業を目前に控えているので、可能な限

り学内経費の捻出をお願いする、共同利用の強

化、購入方法の工夫等で乗り切ろうとしている。

しかし、全般的に見ると、図書費の大幅増が

望めない以上、全体としての減は避けられない

と思われる。国立大学図書館協議会では資料費

の増額について毎年要望しているが、一般的に

は資料の増強までは困難で、大学間相互貸借件

数増加要因となっている。

（３）所在情報

続いて、各館が努力して進めている資料整備

の情報をお互いに如何に伝えるか。

この点について大学図書館はかなりの展望を

持てるところまでネットワークが明確になって

きたといえる。

３２

鋒いμ叫鞠課

「慟蜘ｆ働びお’μｔり Ｐりμ旧

３．学術情報ネットワークの形成 ……

平原元年度のネットワークｍ続状況

図６「学術ネットワーク」十

① 学術情報センターを中心とするネットワー

クが拡充、幹線は完成。今後支線計画。

② 国立大学を中心とする、所在情報、総合目

録の整備は、ここ数年かなり順調に推移し、

次第に公私立大学の参加も増加している。

８月末現在、参加機関１３７

（国立大学８７ 公立３ 私立４１ 共同利用

機関５ その他１〔放送大学〕

表４．学術ｍ報センタ 総合目録デ ータベースの現況

区分 データｍｉ データ件数

総合

目録

図書書記
所蔵

雑誌書誌
所蔵

著者名典拠
雑誌変遷

１，１３１，５８２

３，６１８，３４４
１６２，７３９

２，０４２，３３９
３８９，３０２
１８，６６０

区分 デー列怒ｉ データ件数

参照

ｉｌＡＲＣ

ＬＣ図書吝誌

雑誌書誌

ＪＰＨ昏書誌

雑誌書記

ＵＫ図書書誌
ＴＲＣ

ＧＰＯ

３．３９９，４２３

４５４，１２１

９６３，６７１

７２，１７４

１，１３４，２４４
２０９，７５１

２６６．６６０

平成２年８月２３日現在、竿術情５Ｅ－Ｃンタ．目録所在情報システムのニュース画面より作成



表４「学術情報センター総合目録データペースの

現況」

① 当初は図書データが先行し、所蔵データ３６０

万冊。月に１２万冊程度増加中。

② 雑誌についても「学総目」和文編調査を機に

各大学からの入力が進行中。外国雑誌センター

では、平成元年度より雑誌の予約情報も入力

開始。

また、本年に入って、学総目のＣＤ－ＲＯＭ

版が作成・販売されている。

③ 総合目録ＤＢは、各図書館のほか、研究室等

からも情報検索（ＮＡＣＳＩＳ－ＩＲ）がで

きるようになっている。

以上のように、大学図書館の資料所在情報（総

合目録形成）は、学術情報ネットワークを介して

円滑に流通する方向に進んでいるといえる。

（４）相互貸借（文献複写）に関する制度

『文献複写の需要は増大している、センター館

整備の一方、個別大学の資料は伸び悩んでいる

が、どこに何があるかは総合目録データベース

の整備により把握しやすくなってきた』という

ような状況の中で、本年の１月に、学術審議会

学術情報資料分科会から「学術情報流通の拡大

方策について（報告）」が出されている。

資料１「学術情報流通の拡大方策について（報

告）の見出し・要約」

学術 審議会学術 情報資 料分科会学術 情報部 会

「学 術情報 流通の拡大 方策に つい て（報 告） の内容」

１。学 術情報 ネ
２． キャ ンパス

（１）

ワー クの整備
ネットワー ク（学 内Ｌ ＡＮ ）の整 ㈲
・提 供の充実
サービ スシステムの確立
の有効 活用 に努 め ること が必要
写サービ スの需要は今後一層 増大

すると予 測され る。
迅速的確な複写 サービ スの充実を図 る必 要があ る。

（２） このため、学 術情報 ネット ワー ク上にＩＬＬ シ ス
テムを構築 し、依頼・受 付・発送 ・決済等 の事務
処理 の方式 内容の統一 化の検討 が必要。 ヽ

（３） 各大学図 書館において は、業務 の改善・実 施体制

の確立・職員 研修 の実 施等Ｇ４ ファ クシ ミリの利
用 拡大を図 る必要 があ る。

（４） 外 国雑誌 セン ターの資 料収集・利用 提供方法 の見
直 し、
複写サービ ス実施体制 の充実
外 国雑誌 セン ターを分 野別複写 の中 心的なモ デル

セン ターと することを 検討あ わせ て電子的 な情報
利用 も考慮

５． 電子 図書館 システムの開 発・導入

① ネットワーク・学内ＬＡＮ・データペース

整備等と並んで√大学図書館間文献複写サー

ビス改善が取り上げられた。

② 学術情報ネットワークにＩＬＬ システムを

構築し、事務処理統一化を計るべき。

③ 各大学図書館でも、業務体制の確立、Ｇ４

ファクシミリ利用等が必要である。

④ 外国雑誌センターを分野別複写の中心的な

モデルセンターとすることを検討。

現状での問題は、研究者サイドから見ると「時

間がかかりすぎる、遅い」ということであるが、

原因は以下の３つに大別できる。

１）図書館自体の問題。 各図書館あるいは各

種の図書館協議会の整備努力。

① 資料の適正配置。 研究室等への資料分

散。

② サービス要因不足 小規模図書館室や大

規模でも中之島分館のように土曜日は担

当者がいないケースもある。

③ 相互協力活動の情報ＰＲ不足 昭和６２年、

国立私立大学図書館協力委員会、相互利

用の案内を作成。医図協では、本年「相

互利用マニュアル」を改訂。

２）依頼や複写物のデリバリーの手段

① 申込み手段の改善 ＩＬＬシステム

② 文献そのもののデリバリーの手段 ファ

クシミリ利用

３）料金徴収や支払、国庫納入などに関わる事

務の煩雑さ 例えば

① 国立から公費でその他に依頼する場合、

国の会計規則の枠内で処理するには、見

積・請求をそめ都度徴収するといった事

務が必要であるため、国立から私立への

依頼はやむを得ない場合に限定される傾

向がある。

② 海外からの依頼 料金徴収事務が煩雑で

事実上対応できない。

特に「制度」に関わる上記３）についても、改

善の努力は従来からなされている。

・国立大学間では、昭和５４年から、公費・私

費とも料金相殺が実施され、１回毎の料金

の往来がなくなっている。能率的で、件数
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も、相殺システム実施後倍増。

・平成元年度から、万国立大学図書館が、公私

立大学等を対象に「文献複写料金の徴収猶

予制度」を実施。従来の前納制に比べ実質

後納制とするもの。

しかし、学術審議会の報告は、設置母体の異な

る場合等まだまだ改善すべき点が多いという指摘

であり、今後、さらに図書館間文献複写サービス

の制度的な環境整備が進められる方針が明確に打

ち出されているといえる。

（５）メディアの変化

大学図書館の相貸業務の現状の最後に、 メディ

アの変化について述べる必要がある。これには２

つの側面があり、ひとつは、単に『郵便』が何に

変わるかという話。もう一つは、情報そのものが

どう変わるかという話です。特に２つめは茫洋と

していますが、手掛かりとなる萌芽は、今、出始

めており、少なくとも図書館員は常に動向を意識

する必要があると考える。

まず、『郵便』が何に変わるか。依頼（受付・

謝絶・料金通知等）の部分は、既に「郵便から

Ｆａｘ」に変わりつつある。中之島分館の受付手段

も、現在約３０％程度までファクシミリの比率が上

がってきた。大学図書館間では、近い将来、さら

に学術情報ネットワークを介した「ＩＬＬシステ

ム」に変わることが予想される。特に、国公私立

大学間の料金精算処理をうまくシステム化（制度

的なものを含めて）できれば、現在の傾向である

Ｆａｘからさらに変化があるであろうと思われる。

次に、文献そのもののデリバリーの部分。これ

もファクシミリに徐々に変わってゆく可能性が大

きくある。年表にも挙げたように、東海地区、国

立大学（学術情報ネットワーク）では既に実施、

病院図書室間でも、通信料金を決められたように

聞く。平成元年度より、中之島分館でも、学術情

報ネットヽワークに接続する図書館を対象としてサー

ビスを開始しており、平成元年度３７９件、平成２

年度３２７件（８月末迄）の実績。今後、ファクシ

ミリ文献伝送が、どの程度急速に伸びてゆくか、

例えば、大学間の枠組を外して病院等にもサービ

スが一挙に拡大するかどうかという問題であるが、

① Ｆａｘ性能 読込み速度・記憶可能なデータ

量・操作性・解像度等

② 通信回線の信頼性 ＩＳＤＮの整備

③ 利用者の意識 解像度の充分なものを求め

るかどうか

④ Ｆａｘ送信業務の負担 サービス要員の問題

特に、現状では、④がカギとなる、と思われる。

今後、①②の改善整備が進み、④の負担を考慮し

ても、なお郵送に比してトータルでメリットがあ

るという時期が遠からず来るものと考えられる。

次に、情報モのものがどう変わるか、という話。

先程の学術審議会報告に「複写サービスのモデ

ルセンター」というような構想が示されています

が、これは、電子図書館への実験的な要素を含ん

だものです。ＣＤ－ＲＯＭや光ディスクに一次資

料の全文ＤＢを形成して、そこからリクエストに

応じてファクシミリメールで伝送するといった、

電算機とネットワークを駆使した構想です。

現在、モデルセンターとして、東京工業大学で

実験が開始されたばかりで今後の経過をみる必要

がありますが、いずれにせよ、資料そのものの電

子メディア化に対応する方向が示されています。

あえて、展望をするならば、民間のＡＤＮＩＳ計

画のようなものの推移、ＣＤ－ＲＯＭ形態等での

全文ＤＢ販売の進展、利用技術の進展、著作権処

理等が進行へのファクターとなると考えられる。

２．最近の話題から

（１）国立大学の文献複写料金徴収猶予制度

〔概要〕 資料２「次官通知」

① 複写料金前納制から、実質的には料金後

納制が可能となった。

② 大学ごとに、毎年、徴収猶予の許可申請

を行う。

〔背景〕 ・国立大学間の料金相殺制度

・国公私立大学図書館協力委員会の

活動

〔問題点〕

① 制度の運用面、許可にかかる事務の負担

国立大学が、毎年個別に申請した公私立

大学に許可するため、申請側・許可側と
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資料２

○国立大学附属図書館におけ る文献複

写料金徴収猶予取扱要領について

○事務次官通知文学情第百四十五号 平成元年五月二

十四日

各 国 立 大 学 長

国立 大学附属図書 館が受託 した文献 複写にか かる料

金の 徴収について は、こ れまで 一律に前納 の取扱い が

さ れて き たと ころで す が、 こ のた び、 別紙 のと お り

「 国 立大学附属図 書館におけ る文献複写料 金徴収猶予

取扱要 領」が定 められ、国立 大学附属図 書館が公私 立

大学 等の図書 館から文献 複写 を受託し た場 合の料金 に

ついて 、徴収猶予 の取扱いを すること がで きること と

さ れましたので、 今後こ れに よりお取 り計らい願い ま

す。

なお 、この通知 に基づ き文 献複写料金 の徴収猶予 を

学則 その他の規則で 国立大学 長が定め る場合は、国 立

の学 校におけ る授業 料その 他の費用に関 する省令（ 昭

和三 十六年文 部省 令第九 号） 第十三条 の規定に よる文

部大臣 の承認 があった もの とみなさ れることにな りま

す ので ご承知 ください。

〔別紙 〕

国 立大学附 属図書館におけ る文献 複写料金徴収 猶

予 取扱要 領

一 目的

この要領は、 国立大学 附属図書館 が公私立大学 等

の図 書館 から文献 複写を受 託した場 合の料金 の徴収

猶予 の取扱いに ついて必 要な事項を定 め、もって 囚

公私 立大学等の 図書館間 の文 献資料 の相互利刑 の促

進に 資す ること を目的と する。

二 文 献複写料金 の徴収猶予 の対象と なる機関

文献複写料金 の徴収猶予 の取扱い の対象とな る機

関は、 次に掲げ る機関と する

Ｏ 公私立 の大学 図書館、短 期大学図 書館及び 高等

専門 学校図書 館並びに学 校図書館法（「￥４和二 十八

年 法律第 百八十 五号」第二 条に規定 する学校図 書

館

Ｏ 図書館法（昭 和二十五年 法律第百十 八号）第二

条 第一項に規定 する図書 館

三 文 献複写料金 の徴収猶予 の許可

文 献複写料金 の徴収猶予 の許可は、前 記二の機 関

の長 の中請に基づ き、当該申 請が研究者 等への迅速

な文献資料 の提供を 目的 とすると認められ る場 合に、

学長 がこれを行 うものと すること。

また、 許可に 際しては 、申請者 に対し、 次の条件

を明示 す るとともに、許 可条件に違 背した 機関につ

いて は、特段 の事由が ない 限 りそ の後の許可 を行 わ

ない こと。

Ｏ

Ｏ

料金の支払 い期限を 厳守す ること。

料金は、 複写物 の引 渡し（郵送の場合には発送。

以 下 同 じ。）を行 っ た 日の属 す る月 の 翌月 の 末 日

（引 渡し が三月に行 われた ものについては 翌月 の

二十日。）まで に支払 うこと。

㈲ 申請機関 を設置 してい る地 方公共団体及 び私立

学 校法（昭和 二十四年 法律第二 百七十号） 第三条

に規定す る学 校法人又 は民法（ 明治二十九 年法律

第八十九 号） 第三十四 条の 規定 により設 立され た

法人 は、料 金の未納 及び支払 の遅滞に対 して責任

を負 うこ と。

匈 文献 複写 料金の取 扱いにつ いて は、国 の法令及

び徴収猶予 の許可 を行 う大学 の定めによ ること。

四 文献複写料 金の徴収猶 予機関

文 献複写料 金の徴収 猶予 機関 は、 複写物 の引 渡 し

を行 った日 から当該 日の属す る月 の翌月の 十日（引

渡 しが三月に 行わ れたものについて は年度 の末日。）

まで とす ること。

五 債権発生手 続

複写依頼 を受 け付け た場合に は、 速や かに債権発

生の 手続 きを行 うこと。

六 文 献複写料 金の納入 の告知

文 献複写料 金の納 入の告知は、 徴収猶予 の許可 の

対象 となった 機関ごとに一 月分を 整理し、翌 月の十

日（三月分に ついて は年度の末日。）までに行うこと。

七 そ の他

各国 立大学 において は、 この要 領に基づ き、 文献

複写料 金の徴収 猶予に関 し、必要 な事項を定 めて実

施す ること。

附 則

この 要領は、平 成元年 五月二十四 日から実施 す る。
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も事務量が多い。

犬（大し阪大学の実績）

平成元年度 ２５６大学に案内、許可（申請）

数１３９、徴収猶予を適用した文献複写１０１３

件（３ヵ月）

平成２年度 許可（申請）数１８７、徴収猶

予を適用した文献複写２３６９件（４ヵ月）

② 対象機関の問題 病院図書室等、対象外

の図書館がある。

③ 小額の債権管理・国庫納入の確認等会計

事務の上でも負担が大きい。

（２）日本複写権センターの設立をめぐる動き

Ｏ概要 年表および図７ 「日本複写権センター

の仕組み」参照

○背景 ・複写機の普及

晋

’
作

者

委 託 一一一一→－

一４一一 一一一一一一一一 分 配 一 一一一

一 委託 一 一－

４一 一一 分 配 － ・－

一 委

に
ぼ
匡

匯
ぼ
匪

・著作権審議会の動き

・出版社・著作者の動き 、し

◎各種図書館協議会等との話し合いの焦点

著作権法第３１条の解釈について、複写に関

するガイドライン作成。

現在の焦点は、①コイン式複写機

②相互貸借業務 利用者の

直接来館以外の複写利用

③郵送以外の手段 例えば

ファクシミリの利用

が、法の範囲内であるかどうか、という議

論。

◎問題点

複製等の認められる図書館等の範囲

資料３「著作権法施行令」参照

＜セ ンターと権利者 ・利用 者との関係＞

一 一 委 託 一一一一一 一一一 →－

－Ｅ－ －一 一 分 配 － －

－一 委 託 一一一一一一一→－

－← 一一一一一一一一一一 分 配 －

日

本

複

写

権

セ

ン

タ

ー

個別許 諾契約

複写 申 込

利 用 者

個人等の
個別利用
希望者

利 用 者

図舎館

大 学

行政機関
企 業

コピ ―業者

等

許 諾

使 用料 支 払

契約 締 結

包括許 諾契約

配

委 託 － 一一一－→－

← 分 配 一 一

出 版 者

出

版

者

委 託 一 一→－

－Ｅ一一 分配

複 写状 況
自主 申告

使 用 料 頷

算定 ・ 請求

使用 料 支払

図７ 大学図書館協力ニュースより引用
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資 料 ３

著作 権施 行令 （一条）

第一 章 著作物 等 の複製等 が認 められ る施設

（昭 五九政 三二 三・ 改称）

（図 書館資 料 の複製 が認 めら れる 図書館等 ）

第一 条 著作 権法 （以下「 法」 とい う。）第三 十一条

（ 法第 八十 六条第 一項及 び第百 二条 第一項 にお い

て 準用 する場 合を 含む。）の政令 で定 める図 書館 そ

の他 の施設 は、国 立図 書館及び 次 に掲げ る施設で

図 書館 法（ 昭和二 十五年 法律 第百十八 号） 第四条

第一項 の司 書又は これ に相当す る職員 と して文 部

省 令で定 め る職員 が置 かれてい る ものとす る。

一 図 書館 法第二 条第一 項の図 書館

二 学 校教 育法（ 昭和二 十二年 法律 第二十 六号）

第一条 の大 学又 は高等 専門学 校（ 次号に おいて

「大学 等」 とい う。）に設置さ れた 図書館及 びこ

れに類 す る施設

三 大学 等 におけ る教育 に類す る教 育を行 う教育

機関 で当該 教育 を行 うにつ き学 校 教育法外 の法

律に 特別 の規定 があ るものに設 置 された 図書館

四 図 書、記 録そ の他著 作物の原 作品又 は 複製物

を収集 し、 整理 し、保 存して一 般公 衆の利 用に

供する業 務を主として行う施設で法令の規定よっ

て 設 置され たも の

依顛館

ＩＬＬ用

ＰＣ

Ｐｒｉｎｔｅｒ

更出負担行為明知の出力

１写賢周す§収処・ ７り －７ｎ卜出力

学術情報センター

学 術情 報 ネッ ト ワ ー ク等

ＩＬＬ サブ シ ス テ ム

二 重□

目 録 所在 情 報Ｄ Ｂ

五 学 術 の研究を 目的と する研究 所、試 験所そ の

他 の施設 で法令 の規定 によっ て設置 された もの

の うち、 その保存 す る図書、記 録そ の他の資 料

を一 般公 衆の利用 の供す る業務を 行 うもの

六 前各号 に掲げ るもの のほ か、 国、地 方公共団

体又 は民 法（明治 二十九 年法 律第八十 九号） 第

三十 四条 の法人そ の他 の営利を 目的 としない 法

人（ 次条 から第三 条 まで におい て「公益 法人」

とい う。）が設置す る施設 で前二 号に掲げ る施設

と同 種の ものの うち、文 化庁長官 が指定 す るも

の

２ 文 化庁長官 は、 前項第六 号の指定を した ときは、

その旨を官 報 で告示 する。

（昭 和五 九政三 二三・一 部改 正）

※ （注）図 書館法 第二条 第一項 この 法

律に おいて「 図書 館」 とは、図 書、記録

その 他必要 な資料を 収集 し、整理 し、保

存して 、一 般公衆 の利 用 に供 し、 その教

養、調 査研 究、レ クリエ ーショ ン等に資

する ことを 目的とす る施設 で、地 方公共

団 体、 日本赤 十字社又 は民 法（明治 二十

九年法 律第八 十九号） 第三十 四条 の法人

が設置 する もの（学校 に附属 す る図 書館

又 は図 書室を除 く。）

受 付 館

袋ｉｉメ－Ｊセーｙ の出力

！？も住所の出力

納入告匈Ｓ明細 昨成

Ｈ写賢用相殺処理ブルーフＭｉ．出力

ＩＬＬ用

ＰＣ

Ｐｒｉｎｔｅｒ

複写梵用

砺£処ｓｉ

ＩＬＬｔ’ータ

処理機

二次情報ＤＢ ＬＬ

累 積
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図８ 国立大学図書館協議会学術情報システム特別委員会報告「ＩＬＬシステムレポート」より
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（３）学術情報セ‥ンタゞによるＩＬＬシステム構

築

○概要 図８「１ニＬＬ システムの概要上

学術情報ネットワークを利用し七、依

頼・受付・料金処理を、システム化する。

○背景 学術情報ネットワークの整備と学術審

議会報告・迅速化の要求

Ｏ開発日程 ＩＬＬシステムは、本年度学術情

報センターで開発着手

○問題点 大学病院医療情報ネットワーク（Ｕ

ＭＩＮ）、将来的な地域一全国医療情報ネッ

トワークとの関わり

３．今後の問題

（１）設立母体・館種を超えたネットワークのあ

り方

ネットワークを着実に充実させるには、なお、

以下のような条件整備が必要ではないだろうか。

◎ お互いの図書館群が、自らの地位を法

的なもの・行政（政策）の中でしっか

り位置付けること。

○ お互いの図書館群が、相互に図書館の

目的や現状を理解すること。

◎ お互いの図書館群の協力活動の目標を

明確にすること。

例えば、相互貸借の問題、病院図書室・

大学図書館の間に限定すれば、当面、

勤務医等に対して文献情報入手の制度

的な保証を目的とする等。

－ ３８

（２）外国雑誌センターの位置付け

大学図書館間においても「相互貸借」の理念

と現状には大きなギャップがある。

学術審議会報告に「分野別複写のモデルセソ

ター」という構想が示されているが、既に、外

国雑誌センターは、学問分野ごとの最終文献基

地として機能している。特に医学生物学系にお

いては（製薬会社等の活発な活動もあって結果

的に）大学の枠を超えて、社会的な情報需要

（医師・医療技術者等）にも実質的に答えてい

る。

今後、外国雑誌センターでは、大学附属図書

館としてのいわば閉じた面と、社会的な文献情

報需要にも積極的に開かれた面との矛盾が表面

化する可能性もある。

（３）電子図書館の時代に向かって

医学系図書館が現在扱っているものは、主に、

物理的な「本」ではなく、文献であり、情報で

ある。

今後、この分野の資料の電子メディア化は着

実に進行すると思われるが、電子メディア化に

したがって、情報提供のための手段として「物

理的なネットワーク」を獲得し、利用すること

がますます重要となってくる。




